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平成31 年度事業計画並びに予算策定方針 

 

〈 はじめに 〉 

今年の１月に、厚生労働省は、2016年に全国でがんと診断された人が、前年より10万人

増え、99万人を超えたことを公表しました。岩手県では、約１万人ががんと診断され、全死

亡数のうち約27％ががんで亡くなっており、依然として死因の第1位となっております。 

がんは今や医療の進歩により治療できる時代です。そして、治療が早いほど、その後の健

康寿命を支え、生活の質も向上するため、がんは早期に見つけることが重要であることは疑

うものではありません。 

しかし、当協会のがん検診受診数は、全体的に減少傾向が続き看過できない状況にありま

す。当協会といたしましては、早期発見・早期治療に結びつく検診を、より多くの方に受診

していただくため、がん対策に取り組んでまいりますので、ご支援ご協力を賜りますようお

願いいたします。 

 

 

〈 平成31 年度事業計画 〉 

１ 検診・健診事業 

巡回検診（主にがん検診）と施設健診（主に生活習慣病予防健診）を継続して行ってま

いります。 

がん検診では、全体的に申込数が減り、また、ここ数年の受診数が減少傾向にあること

などを踏まえて、31年度の計画数を算出いたしました。 

また、生活習慣病予防健診では、年々増加傾向にあった受診数も施設規模の収容限界に

達しており、見込数を考慮しての計画数を算出いたしました。 

巡回検診・生活習慣病予防健診ともに、検(健)診の効率化と精度管理の維持・向上、受

診者へのサービス向上に努め、市町村・事業所と連携しながら、受診数増加に取り組んで

まいります。 

 

２ 普及啓発事業 

広報誌や新聞・テレビなど各種媒体の活用やイベント協賛などを中心に、協会・いわて

健康管理センターのＰＲや、がんや生活習慣病に関する知識の普及啓発を継続して行いま

す。 

講師派遣、イベント参加、出前授業等についても継続して行います。 

市町村・事業所に対して、管理職会議や保健師看護師研修会、がん検診担当者会議も継

続して開催し、それぞれの対象者の役割に応じた講演や情報提供、検診についての説明等

を行います。 
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３ 保健支援事業 

がん検診事後管理として精密検査受診勧奨を行い、精密検査の受診率向上を図ってまい

ります。また、がん検診予後調査として5年・10年生存率調査や乳がん自己触診法教室・

がん予防電話相談についても継続して行います。 

特定健康診査結果に基づく特定保健指導「動機付け支援」「積極的支援」などの保健指

導も継続して行い、生活習慣改善に対応してまいります。 

 

４ 調査研究事業 

当協会の検診及び精密検査受診状況等を集計した統計資料である事業年報を引き続き

発行し、がん及び生活習慣病対策の参考として関係機関へ配布いたします。また、検診・

検査の有用性を検証するための各種調査研究への協力、及び学会等への参加、専門医によ

る症例検討会や勉強会の開催を継続して行い、検診・診断技術の向上を図ってまいります。 

 

５ 医療技術職の育成・援助 

当協会の奨学生となっている学生に対して引き続き修学援助を行い、がん検診等に係る

人材の確保を図ってまいります。 

 

〈 平成31 年度事業運営機器の整備 〉 

整備してから 12 年が経過し老朽化した乳がん検診車の更新のほか、読影用のビューアや

自動染色装置などの医療機器の更新、ペーパーレス化にむけて文書管理システムの整備と会

計システム、サーバーの更新により、検診の質と作業効率の向上を図ります。 

また、新施設の整備関係では、平成 31 年度に駐車場の土地を取得し、今後も計画的に整

備いたします。 
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〈 平成31 年度予算 〉 

事業収入は、平成30年度の受診数をもとに、最近の傾向を考慮し計上いたしました。 

がん検診収入は、胃がん検診料金値上げによる増額、その他検診収入のピロリ菌検診の受

診数増による増額を見込みましたが、全体的に検診受診数が減少傾向にあること、生活習慣

病予防健診についても、特定保健指導、オプション検査の申込数が減少するとみて、併せて

30年度予算対比では0.4%、6,853千円の増収、30年度決算見通し対比で1.4%、20,959千円

増の1,425,568千円としました。 

支出は、前年度予算に比べて微減といたしました。増加する科目については、Ｘ線機器の

高額な消耗品である I・I（イメージインテンシファイア装置）、管球交換に伴う消耗品費、

派遣職員を委託する業務委託費、新施設設備に伴う租税公課、手数料、雑費、土地賃借料が

主なものです。 

一方で、減少する科目については、乳がん検診の視触診廃止に伴う研究協力費、検診計画

数減に伴う検診材料費、30年度実施したいわて健康管理センター内整備の差額分の修繕費、

検診車と前年度購入したいわて健康管理センターのシステム機器の減価償却費の減少が主

なものです。 

その他の事業費との合計で、前年度予算対比は前年度並み、決算見込み対比で4.7 %増の

1,357,225千円を計上しました。 

以上の事業収入・事業費により、営業利益は68,343千円、当期利益を70,826千円とする

ものです。 

なお、設備投資については、新施設の駐車場土地の取得、検診車１台購入のほか、画像用

や自動染色装置などの医療機器、ペーパーレス化に向けた文書管理システム、会計システム、

サーバー等で取得額合計136,133千円を計画しております。 

 

          平成31年度予算損益計算書（対比表）  （単位：千円） 

科目 H31年度予算 H30年度予算 増減 

事業収入 1,425,568 1,418,715 6,853 

がん検診収入 996,548 984,681 11,867 

生活習慣病健診収入 426,820 432,304 ▲ 5,484 

その他収入 2,200 1,730 470 

事業支出 1,357,225 1,358,442 ▲ 1,217 

人件費 664,760 660,503 4,257 

その他事業費 692,465 697,939 ▲ 5,474 

営業利益 68,343 60,273 8,070 

営業外収入 3,952 4,054 ▲ 102 

営業外費用 1,397 975  422 

納税充当金 72 72  

当期利益 70,826 63,280 7,546 
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Ⅰ 事 業 計 画 

 

1 検診・健診事業 
各種がん検診及び生活習慣病予防健診等を実施する。 

実施計画数は次表のとおり。 

 

（1）がん検診 

検診・検査種目 

平成31年度 平成30年度 

実施計画数 

(人・件) 

計画数 

（人・件） 

実績 

(31.1.31現在) 

①胃がん検診 87,394 92,458 88,391 

②子宮頸がん検診 
検 診 車 27,836 27,954 27,579 

日母方式 11,960 12,181 10,908 

③肺がん検診 

撮  影 25,653 25,932 25,593 

読    影 13,974 14,285 13,949 

喀    痰 1,234 1,231 1,246 

結核読影 21,937 21,900 21,861 

④乳がん検診 

視 触 診  1,327 1,433 

エックス線検査 34,352 34,870 34,949 

超 音 波 3,458 3,618 3,555 

⑤大腸がん検診 96,435 97,783 95,624 

⑥肝臓・胆のう・腎臓超音波検診 14,150 14,150 12,634 

⑦臨床検査 

婦人科細胞診 7,825 9,300 7,675 

一般細胞診 85 83 75 

病理組織診 974 970 853 

ＨＰＶ検査 144 160 121 

⑧その他検診 4,990 3,150 4,240 

計 352,401 361,352 350,686 

 

（2）生活習慣病予防健診 

検(健)診・検査種目 

平成31年度 平成30年度 

実施計画数 

(人・件) 

計画数 

(人・件) 

実績 

(31.1.31現在) 

①生活習慣病予防健診（協会けんぽ） 17,040 17,110 15,757 

②生活習慣病予防健診（協会けんぽ外） 5,880 6,265 4,928 

③特定健診 700 870 587 

④定期健診 5,350 5,300 4,444 

⑤オプション検査（ＣＴ・ＰＳＡ検査等） 11,380 11,970 11,177 

⑥住民がん検診（乳・子） 680 660 585 

⑦その他検診（住民：肝炎等） 25 25 31 

計 41,055 42,200 37,509 
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(3) 事業推進活動 

① 市町村ごとに検診前打合せ会を実施する。また、検診終了後は反省会及び情報・

意見交換を行い、次年度に向けてがん検診の充実と改善に取り組む。 

② 胃がん検診受診件数の減少に歯止めをかけ受診率の向上を図るため、ハガキによ

る受診勧奨（コール）に取り組む。また、前年度に引き続き、受診者数に応じた検

診実施体制の構築を図るため、検診車の配車を調整する。 

③ 子宮頸がん検診について、従前より、２班体制で実施しているが、検診従事医師

の不足に伴い、検診会場の集約など受診者数に応じた検診車の配車を調整する。 

④ ピロリ菌検診について、胃がん検診対象年齢前の若年者を対象に、市町村及び地

元医師会と連携し、事後管理を含めた検診体制で継続実施する。 

⑤ 肺がん CT 検診について、肺がんエックス線検診受診者でハイリスク等の基準を

満たした方を対象に、市町村・地元医師会及び県立病院と連携し、事後管理を含め

た検診体制で継続実施する。 

⑥ 協会けんぽ加入者を対象とする生活習慣病予防健診受診率が依然として低いこと

を受け、新規の未受診事業所への受診推進活動を行う。また、オプション等健診内

容を充実させ、民間健保組合等へのＰＲに努める。 
 

(4) 検診（健診）情報処理・管理 

各種がん検診及び生活習慣病予防健診等のコンピュータ処理を継続実施する。また、

受検票の打出しやデータバンクの還元、協会けんぽ等への請求・報告等のデータ受け

渡しなど、多様化するデータ管理の適正処理を図るため、システムの改善を行い、円

滑に進むよう取り組む。 
 

 

2 普及啓発事業 
 

(1) 広報活動 
 項  目 内          容 

広 

報 

活 

動 

①がん征圧月間 
9月の「がん征圧月間」に、がんに関する記事等を新聞掲載する。 

各報道機関に「がん征圧月間」を取り上げるよう依頼する。 

②協 賛 等 県や企業団体の、がん予防及び生活習慣病の広報やイベントに協賛する。 

③メディア広報 

がんや生活習慣病の予防と、検診（健診）の必要性を広く知ってもらうた

め、テレビ放送や新聞等を利用して、知識の普及啓発と、受診促進を図ると

ともに、当協会といわて健康管理センターのＰＲに努める。 

④「いのち輝け」 

がん及び生活習慣病への認識を深め、併せて当協会の事業を紹介する。 

広報誌を年2回（8・2月：各1,500部）発行し、市町村、事業所、会員等

に配布する。 

⑤ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの活用 ホームページ及びネット上で、広く情報を発信する。 

 

 (2) 印刷物、教材の購入・配布及び貸し出し 

イベントの参加者及び法人会員に印刷物を無料配布するほか、パネル・模型等を貸

し出し、広く地域住民にがん及び生活習慣病に関する意識の高揚を図る。 
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(3) 講師派遣 

講演会やイベントに職員を派遣し、講演やパネル展示、リーフレット配布等を行う。

また、若年層（小・中・高生）の健康教育を学校に出向いて行う出前授業を推進し、

将来の検診受診率の向上を図る。 
 

(4) 検診担当管理職会議の開催 

市町村の検診担当管理職を対象に、事業方針の説明とがん検診等の最新情報につい

ての研修を行う。 

 

(5) 保健師・看護師がん検診情報研修会の開催 

実施主体の保健師・看護師を対象に、がん検診の正確な情報を伝えるとともに、参

加者及び協会職員との情報交換を図る。 
 

(6) がん検診担当者会議の開催 

実施主体のがん検診担当者を対象に、次年度の検診事業に関わる連絡事項及びがん

に関する情報を提供するとともに、行政説明や専門講師による研修を行う。 
 

(7) 会員 

がん征圧及び予防知識の普及啓発活動等、協会の趣旨に賛同される会員の募集を図

る。 
 

① 法人会員 会費 (年・1口) 10,000 円 

② 個人会員 会費 (年・1口)  1,000 円 

 

平成31年1月31日現在 

   (8) 寄付 

香典返しに代えての寄付、快気祝い・還暦祝いなどの個人のお祝いや、企業の社会

貢献のための寄付や有志による寄付等を受付ける。 

 

 

３ 保健支援事業 
 

(1) 特定保健指導 

特定保健指導の実施率向上を目標とした第3期特定健康診査等実施計画に対応し、

「動機付け支援」や「積極的支援」などの保健指導を、積極的に受け入れる。 
 

(2) 各種がん検診の予後調査 

がん検診発見がん者の予後情報提供については、岩手県医師会成人病登録室に申請

し、5年生存率及び10年生存率を把握する。 
 

(3) 乳がん自己触診法教室・検診事後支援 

乳がんの自己触診法について、検診時及び講座や各種イベントなどに職員を派遣し、

実施方法の指導を行う。 
 

(4) がん予防電話相談事業 

がん予防知識の普及のため「がん予防電話相談」を実施する。協会ホームページ等

でＰＲするとともに、日本対がん協会の「がん相談ホットライン」のＰＲも行う。 

 

 30年度会員数 29年度会員数 

法人 215件 217件 

個人 656件 686件 
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(5) 精密検査受診勧奨 

各種がん検診及び生活習慣病予防健診の結果、精密検査が必要と認められた受診者

に、精密検査について医療機関からの未報告者等の調査を行い、精密検査の受診率向

上に努める。 

 

(6) その他保健支援 

 多様化する保健支援に対応し、地域・事業所等の健康管理を支援する。 

 

 

４ 調査研究事業 

 
(1) 事業報告・事業年報発行 

検診（健診）及び精密検査受診状況等を集計し、市町村や医療機関へ配布する。 

 

(2) 論文・研究・学会発表 

がん及び生活習慣病についての論文等を各種学会に報告し、医療・検診（健診）の

質の向上に役立てる。 

 

(3) 調査研究協力・研究班調査参加・資料調査協力 

① 日本対がん協会に、当協会のがん発見率等のデータを提供し、全国データの統計

作成に協力する。 

 

② 各関連学会（消化器がん検診学会・乳がん検診学会・人間ドック学会等）にデー

タを提供し、公衆衛生の向上に寄与する。 

 

③ 国立研究開発法人日本医療研究開発機構（革新的がん医療実用化研究事業）「乳が

ん検診における超音波検査の有効性検証に関する研究（J-START）」において、乳が

ん検診データ収集業務に協力し、当協会の乳がん検診データを提供する。 

 

(4) 技術研修会の主催 

医療従事者を対象として、検診部位毎に症例検討会や勉強会を開催し、検診・診断

技術の向上を図る。 

 

 

５ 医療技術職の育成・援助 

 
医療技術職（診療放射線技師・臨床検査技師・看護師）の養成施設に在学する者に

対し、修学資金を貸与することにより修学を容易にし、がん検診等に係る医療技術者

の確保及び資質の向上を図る。 
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Ⅱ 事業運営機器の整備 

 
 

 
取得価格 備  考 

土 地   駐車場土地 13,140千円  

検 診 車 ＭＭＧ検診車 99,100千円  国と県補助申請予定 

医 療 機 器 

 胃読影用ビューア 

 ＭＭＧ読影用ビューア  

 自動染色装置 

 聴力検査機 

 バリウムシェーカー 

モノクロ液晶モニター 

18,019千円  

什 器 備 品 

 サーバー 

スキャナー 

バーコードプリンタ 

血圧測定用カウンター 

3,765千円  

無形固定資産 

公益大臣 

 販売大臣 

文書管理システム 

 尿検査プログラム追加 

液晶モニター品質管理キット 

2,109千円  

合 計 136,133千円   

 


